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本論文 ("Cotton，Tariffs and Empire: the lndo・BritishTrade Relationship and the Signi宣cance


























Anglo' lndian Talks) (1933年)と第一次日印会商(theIndo'Japanese TradeNegotiations) (1933・34
年)の歴史的意義については、従来のような通商問題の視点からだけではなく、インド財政問題と
関連させて問い直す必要がある。また、英印通商関係については、インドの対日通商問題と英印通
商問題を関連させて考察する必要がある。
このような前提のもとに、本論文は以下の 3つの論点について考察を加えている。 (1)インドの
第一次産品輸出という面からみた帝国特恵体制の意義について。 (2)インドの通商問題と財政問題
の関連性について。 (3)英印通商関係における日本の存在意義について。
第 1章では、インド財政問題と関連させたうえで、対英特恵関税制度の意義を、特に対綿布関税
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に着目して再検討している。インド財政の最重要収入源であった関税収入の中で、綿布関税収入は
最大比率を占めていた。その関税収入において、 1930年代半ばまでは、平織生地綿布(PlainGrey 
Goods)を除き、イギリス綿布に賦課した関税からの収入が、対英特恵関税制度の存在にもかかわら
ず、日本綿布からのそれを上回っていた。したがって、インド政庁からすれば、対英特恵関税を維
持してイギリスからの綿布輸入をある程度確保した方が関税収入を確保できた。しかしこの制度は
対日貿易摩擦問題を深刻化させるもので、あった。さらにインドは日印通商協定(1904年締結)を破
棄して日本から最恵国待遇を剥奪し、日本に対する差別的保護関税政策を実施した。日本はこのよ
うなインドの姿勢に対し、インド棉花輸入ボイコット実行を決定した。その結果インドは、国内で
の消費量を増やすか、日本にかわる棉花輸出先を確保する必要にせまられた。
第 2章では、インド棉花(以下、印棉と略す)輸出問題と対英特恵関税問題の関連性を考察して
いる。具体的には、インド棉調査委員会(オタワ会議後 1932年秋にランカシャーに設置)の、 1933
年6月から 11月にかけての活動を分析している。インドにとって、棉花輸出を通じた対日貿易黒字
の獲得は、多角的貿易決済機構を通じてイギリスへの送金を履行するうえで、必要不可欠であった。¥
しかし日本綿業界が印棉輸入ボイコットを決定したことにより、インドは新たな棉花輸出先を確保
する必要性が生じた。1.933年6月から 11月にかけて、インドの棉花利害関係者と調査委員会との
話し合いがもたれ、また調査委員会自体も印棉消費増大に向けて活動を開始した。また同年の 9月
から 10月にかけては、ランカシャー綿業利害とボンベイを中心としたインド綿業利害関係者との問
、で会商が開かれ、リース・モーディー協定(theLees-Mody Pact)が締結された。これらの英印民開
業者の話し合いを通じて、1印棉消費の増大は対英特恵維持の代償Jという認識が英印双方において
確認され共有されていった。会商後もランカシャーは調査委員会を中心に印棉消費増大に向けて具
体策を立案し実行Lた。実際、会商以後、ランカシャーの印棉輸入増大は短繊維棉花と長繊維棉花
両方とも増加した。インド行政参事会の財政担当委員(theMember for Finance)で、あったシヤスタ
ー(SirGeorge Schuster)も、ランカシャーの印棉消費増大に向けての努力を評価した。しかし、ラ
ンカシャーの印棉消費増大は日本の輸入量に匹敵するまでにはいたらず、またインド国内における
印棉消費量の増加にも限界があった。さらに、リース・モーディー協定は、ランカシャーが印棉消
費増大に向けて努力するかわりに、インド(ボンベイ、現ムンパイ)はランカシャーに対する特恵
関税を容認する内容で、あったため、アーマダバード(イジド西部)など他のインド綿業界の反対が
強く政府間協定に進展するまでにはいたらなかった。したがって、インドからすれば、新たな日印
通商協定を締結することによって印棉輸出市場を確保する必要があった。
第 3章では、インド行政参事会財政担当委員のシャスターの見解に着目し、関税率および日本綿
布の輸入数量と印棉買付量のリンク制の実態とその歴史的意味を、インド財政問題と関連させて第
ぶτの意義lこついて再検討している。シャスターも述べているが、関税は九保護関税とし
ての性格を強めれば強めるほど、収入関税としての役割を低下させる可能性があった。したがって
従価75%(1933年 10月当時)という対日本綿布関税率は、関税収入によってインド政庁の財源を
確保するという点からすれば必ずしも好ましいものではなかった。第一次日印会商の結果、 1934年
1月に新日印通商協定が締結された。新しい協定において、関税率は従価 50%(従量税は1ポンド
につき 5.25アンナ)と定められた。日本は再び最恵国待遇を獲得したが、インド側はイギリス製品
に対し従価25%の特恵税率を維持した。新たに日印通商協定を締結したことにより、日本は事実上
対英特恵を「黙認」した。また、対英特恵関税自体は維持されるが、税率は日印会商前のそれと変
わらなかった。インド政庁はランカシャーに対し一定の配慮を示しつつも、歳入確保を第ーとする
姿勢は崩さず、ラシカシャーの要求が全面的にインド関税政策に反映されたわけで、はなかった。さ
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らに新しい協定では、綿布4億ヤードに対し棉花 150万俵という数字で日本綿布輸入量とインド棉
花買付量をリンクさせた。シャスターは、インド経済状況を改善させるための政策の一環として第
一次産品輸出市場の確保を唱えていたため、日印通商協定締結によって印棉の対日輸出量が確保で
きたことを高く評価した。
以上の考察にもとづき、本論文は、次のような結論を導いている。リース・モーディー協定と第
一次日印会商の結果、対英特恵関税維持による関税収入確保と第一次産品輸出による貿易黒字とい
う2つの点で、インド政庁は財政安定を図ることができた。帝国特恵体制は、最終的にオウタノレキ
ーとはなりえず、特に綿貿易に着目した場合、日本との貿易はインドにとって不可欠な環であった。
1930年代前半、日本は英印通商関係、特にイギリスとインド双方の輸出市場をめぐる問題、さらに
はインド財政問題において、規定的役割を果たしていたと評価することができる。
l.審査の要旨
本論文審査にあたり、以下の三点に留意しつつ審議し評価を加えた。ここでは、各審査委員から
の見解も含めた要旨としてまとめたい。
第一に、研究の独創性・研究史上の位置づけの明確さ、にかかわる評価、第二に、歴史学研究と
しての第一次史料の収輯と実証密度にかかわる評価、第三に、論旨の明確さおよび、実証と分析枠組
との整合性にかかわる評価のそれぞ、れについて次のような結論を得た。
第一に、本研究の独創性についてみると、まず、内外の研究史上なお十分には実証されていない
1930年代英印通商問題とインド財政問題の内在的関連性と、さらに日本の対インド経済外交の歴史
的意味を再検討したこと、また、英・l 印・日のいわば「三国関係」と、イギリス圏内「産業」利害
を代表するランカシャー資本と「サービス・金融j利害を代表するシティーをそれぞれ区別すると
ともに、インド政庁側の圏内経済勢力関の矛盾を確認し、日本側紡績資本の利害と日本政府レベル
の矛盾をも視野に組み込んだことなどに示されている。こうした新たな知見を、英・印・日のそれ
ぞれの一次史料にもとづいて解明したことは、最近の先端的研究としてのマルチ・ア}カイバール・
アプローチとしての新たな水準を切り拓くものと評価できる。ーとりわけ、従来未解明のままで、あっ
た「財政問題jがインド政庁側の第一義的重要性をもっていたとする視角とその実証は、本研究の
重要な貢献と評価できる。
ただ、こうした独創性の根拠となる著者の「インド政庁財政収入」への着目は、単に「統計数字J
にもとづくだけではなく、インド政庁側の政策目標としてどのような優先順位があったかのかを一
次史料で証明する必要があると思われる。
第二に、第一次史料の収輯と実証密度についてふれたい。
本研究の依拠した三カ国に所蔵される「英印日経済外交j に関する第一次史料は広範囲にわたる
が、とくに「第一次日印会商」へと展開する過程で重要な役割を果したランカシャーにおけるイン
ド棉調査委員会の活動を原史料にもとづき分析した点は評価できる。従来、断片的にふれられてき
た諾側面を体系的に解明しえたといえる。と同時に、第一次日印会商におけるインド政庁側の論理
を系統的に復元したことは、日本側の新日印通商協定に対する認識と行動を逆照射するうえで不可
欠の実証作業といえよう。もちろん、第一次史料のカバーする範囲から実証しうる論点と、それが
より広い文脈の中でどのように位置づけられているかを結びつけて統一的に認識する必要があるこ
とはいうまでもない。この点で本研究の主題のユニークさは、さらに実証との関連で補強される必
要があろう。
?
??
第三に、実証と分析枠組との整合性、妥当性に関してふれておきたい。
本研究の構成および分析枠組みからその実証との整合性、妥当性をみた場合、従来の研究成果を
前提としつつも、新たな分析視角として、積極的に英日の経済外交とインド政庁側の対応関係を復.
元した点でその整合性、妥当性があると判断される。ただ、本研究の主題との関連で論及すべき課
題には、少なくとも 1930年代前半期の英印関係史のなかに位置づけることや、関税政策の諸段階あ
るいは時期区分問題などがあったと考えられる。なぜなら、第一次世界大戦後のインドの貿易構造
の変化と差別的保護関税政策の導入を含む関税制度の新たな展開が、 1930年代分析の歴史的前提と
なっているからである。
以上の審議を通じ、本論文審査委員会は一致して下記の結論を得た。
本論文は、 1930年代イギリス・インド・回本をめぐる多角的経済外交とそれぞれの内政関係につ
いての実証性豊かな本格的研究としての水準を有し、本論文は博士(学術)の学位にふさわしい成
果と判断する。
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